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8 技能と技術

１．職業能力開発は必要か

「研修は果たして意味があるのだろうか？」とい

う問いにどう答えていくだろうか。

単純に考えると，答えは２つで「意味がある」と

「意味がない」である。

「意味がある」の中身は，「仕事に役立つ」という

ものであり，「意味がない」の中身は「仕事に役に立

たない」ということになる。

さらに「仕事に役に立つ」「仕事の役に立たない」

は本人の評価と周囲の評価があり，その内容はさま

ざまである。

研修が仕事の役に立たないという場合，多くは集

合研修を指していることが多く，仕事をするために

必要な職業能力は，一般に仕事を遂行していく中で

高めていくものであると認識されているということ

の現れであろう。企業の人事教育担当者などへのヒ

アリングで多く聞かれる声であり，こうした考え方

に賛同される人は多いのではないだろうか。

仕事を実際に担当してみることにより，見えなか

った問題や課題を認識し，それらの解決に取り組む

プロセスを通じて，得られる「経験」から学習して

いくことが能力の向上に有効であるということは経

験的にも理解できる。

では，仕事を担当していくことで，自然に職業能

力は高まるかというと，これにも疑問が残る。

なぜなら，職業能力は本人が意識的に取り組むこ

とが前提となっているからである。

職業能力の開発を，「個」と「組織」の能力を高め

る一連の活動ととらえた場合，企業にとっても個人

にとっても，その成長に必要な活動ということがで

きよう。

「個」と「組織」は場を構成する主体間の意図的

な相互交流によって，変化し成長していくものであ

るととらえた場合，主体的な「場」をどのように作

っていくかが，これからの重要なテーマとなってくる。

ここで「個」はビジネスパーソン個人ということ

であり，「個」が組織を構成しているということを確

認したい。

リチャード L.ダフトの「組織の経営学」における

「組織」の定義がわかりやすいので引用すると，「「組

織」とは①社会的な存在で②目標に向かって駆動さ

れ，③意図的に構成され，調整される活動のシステ

ムであり，かつ，④外部の環境と結び付いている。」

とし，「組織のカギを握る要素は，建物や一連の方針

や手続きではない。組織は人々と，人々の相互の関

係で成り立っている。人が相互作用により，目標の

達成につながる基本的な機能を果たすとき，組織が

存在する。」と解説している。

組織能力は組織を構成する「個」によって共有・

実践されている企業の強みを生み出す組織活動（プ

ロセス・実践）と考え，競争優位を生み出すいわば

企業にとっての得意技ともいうべきものであると考

えられる。

すなわち，「個」と「組織」相互に関連しており，
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組織が力を発揮していくためには「個」の能力を高

めていくことが必要になる。

「個」と「組織」のバランスの取れた能力開発に

取り組むことによって，個人だけでは対応できない

ような仕事として｢迅速な顧客サービスの実現」や

「組織的な改善活動」などを実現していくことができ

るようになる。

以上の内容を実現させる活動を「職業能力の開発」

として理解するならば，職業能力の開発は企業にと

って継続的な成長を現実のものとするという役割が

期待されるのではないだろうか。

２．「個」と「組織」の能力開発

企業にとって，安定と成長は課題であるだろう。

その安定と成長を支えているのが組織力と組織を

構成する「個」であるとすれば，「個」と「組織」は

連動して取り組むべきものと考えられる。

組織と個の関係は相互に関連した存在であり，ま

ず，着目すべきは個人の能力開発であるということ

ができる。

個人の能力開発というと，まず，あげられるのは

資格取得であったり，語学であったりすることが多い。

これらは学習の成果が見えやすく，努力の結果を

資格取得や会話という形で現れ，非常に評価がしや

すいという特徴がある。

資格はある特定の分野について，知識を体系的に

整理されており，それを整理された知識体系に従っ

て，学習を進めることができるので，学習者も目標

を立てやすく（資格取得をするという目標を立てる）

学習者も意欲的に取り組むことができる。

資格を取得することによって一定の知識水準を証

明することになり，資格取得をした人の数が社会的

に評価されるような資格や法令等によって義務づけ

られた資格取得には熱心な企業や個人は多い。

しかし，知識・技能の取得が証明されても，仕事

ができることを証明するとは言い難い。

このことは語学についても同様なことがいえるの

ではないだろうか。

ここで，考えておかなければならないのは，「知っ

ている」とか「できる」ということがそのまま，仕

事に活用されるということまで，保証していないと

いうことである。

仕事では「知っている」ことや「できる」ことが，

その人が求められている「成果」を出すために有効

に活用されているかどうかが問われることになるか

らである。

仕事では能力という形で発揮して，成果をだして

いく必要がある。

「知識・技能」がない状態で能力を発揮するとい

うことはできないが，「知識・技能」があるからとい

って，能力が発揮されるということではないという

関係があり，仕事での成果を出すためには必要では

あるが，十分ではないということである。
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厚生労働省「エンプロイアビリティの判断基準等

に関する調査研究」（平成13年）の考え方を引用して

考えてみることする。

この報告によると「エンプロイアビリティは，労

働市場価値を含んだ就業能力，すなわち，労働市場

における能力評価，能力開発目標の基準となる実践

的な就業能力ととらえることができる」とし，「エン

プロイアビリティの具体的な内容のうち，労働者個

人の基本的能力として」次のように整理して考えて

いる。

Ａ　職務遂行に必要となる特定の知識・技能な

どの顕在的なもの

Ｂ　協調性，積極的等，職務遂行に当たり，各

個人が保持している思考特性や行動特性に係

るもの

Ｃ　動機，人柄，性格，信念，価値観等の潜在

的な個人的属性に関するもの

この３つの能力の分類について「このうち，Ｃに

ついては，個人的かつ潜在的なものであり，これを

具体的・客観的に評価することは困難と考えられる

ため，エンプロイアビリティの評価基準として盛り

込むことは適切ではなく，Ａ，Ｂを対象に評価基準

を作ることが適当である。評価基準の策定に当たっ

ては，業種別程度の括りで職種ごとに策定し，個別

企業等のより狭い領域特有の評価制度は，こうした

評価制度を補充ないし修正して実施できるよう技術

的援助ができるようなシステムを考えていくことが

適当であろう。」としている。

ここでは主として評価制度について検討されてい

るが，この個人の能力の考え方については職業能力

の開発の実施そのものにも活用して考えることがで

きる。

職業能力の開発はＡを取得し，Ｂを開発・向上さ

せることであると考えることができる。

Ａの分野の能力開発は一般に集合研修や通信教育，

書籍などによる学習を中心に取り組むのが効果的で

あろうし，Ｂの分野はOJTなどの職場実践を通じて

高めていく能力分野であるということも理解できる。

ここで効果的な職業能力の開発に注目すると，Ａ

は主としてOFF－JTが担当する分野であり，Ｂは主

としてOJTが担当する分野と考えて使い分けること

が効果的であるのではないかということが想像され

る。

Ａの知識・技能がないとＢの思考・行動特性の発

揮はありえないということを考えた場合，それぞれ

をバランスよく取得し開発・向上させていくことが

必要になる。

ビジネスパーソンの「職業能力について，特定の

職務への習熟から，変化への適応能力や問題発見・

解決能力，さらには創造的能力等が重視される傾向

にある」ことを考えると，益々バランスを考えた効

果的な職業能力の開発が求められているということ

ができる。

多忙なビジネスパーソンの限られた時間を有効に

活用した職業能力の開発に取り組むことを考慮する

と，Ａは集合研修よりも書籍や通信教育などを活用

することが効果的であろうと考えられる。

なぜなら，知識の習得では，習得していない分野

を自分で選択して，必要なときに必要なだけ学習が

できる方法が時間と費用の投資面からみても有利で

あるということができるからである。

一方，Ｂの思考・行動特性と技能の開発・向上は

企業では強く求められているが非常に難しい分野で

あると考えられ，この分野を対象として，いかに効

果的に能力開発に取り組んでいくかが，これからの

重要なテーマになってくるといえる。

３．能力開発の対象と方法

能力開発は見える部分を開発するものと考えると，

能力開発の対象は「知識・技能」と「思考特性・行

動特性」ということになる。

見えない部分は「評価」ができないということも

あって能力開発の対象とか考えにくい。

それではどのような方法で取り組んでいくと効果

的な能力開発となるのだろうか。

能力開発の方法にはOJT（仕事を通じての能力開

発）とOFF－JT（仕事を離れての能力開発）がある。
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OJTは職場で能力開発目標を立て，その指導者を

決めて計画的に取り組むものであり，多くの企業で

実施されている職業能力の開発の標準的な方法であ

るといえる。

OJTは指導者の負担は多くなるが，生産行為と能

力開発を平行して行うことができるという意味にお

いては企業にとっても有利であるし，個人にとって

もそのまま仕事に活用できるので，無駄のない方法

であるといえる。

ただし，指導者の部下育成力によって効果は大き

く左右されるという問題やよほど吟味された内容で

計画的に実施しない限り，偶然の経験による学びに

頼ることになってしまう点などの問題が残る。

一方，OFF－JTは職場を離れたいわゆる集合研修

のことであり，企業内で実施する方法もあれば，企

業外に派遣して実施する方法があり，企業の内外を

問わず企業にとっては，現場の作業が停止すること

になるという意味においては企業および派遣される

受講者の負担感はより多く感じられることになる。

主に知識や技能の取得や情報の提供には集合研修

が効果的であるということは言を待たないが，知識

や技能を実践の現場でどのように活用していくのか

など，OFF－JTでの学習内容を仕事にどう生かして

いくのかが，わからないなどの問題が残る。

この２つの能力開発の方法を効果的に組み合わせ

ることにより，それぞれの方法の問題点をそれぞれ

の方法のメリットで補い合う方法を職場実践と集合

研修の効果的な融合による職業能力の開発を考える

ことはできないだろうか。

ここで２つの方法は個別に考えられることが多い

が，そもそも個人の能力分野はそれぞれ分けて考え

ることができないものであることを考えると，能力

開発も本来個別に考えるべきものでもなさそうであ

る。

そうした問題意識を次に考えてみたい。

４．個人の職業能力とその開発・向上について

企業において，成果を出す「個」と「組織」作り

は重要な課題であり，それをいかに効率的に実現し

ていくかは関心事項であろう。

昨今のビジネス環境の変化に対応していくことが

求められる状況からしても，全体的な一斉教育を実

施しているだけでは，十分な能力開発はできないと

うことから，仕事を通じて実施するOJTが中心で，

集合研修などのOFF－JTはあまり有効なものではな

いという批判もあるであろう。

それは「知識・技能」がOFF－JTに結びついてい

るイメージがあり，それだけでは変化に対応するた

めの問題解決力や課題構想力などの思考力やコミュ

ニケーション力などの応用力ともいえる能力開発に

取り組んだことにはならないのではないかという考

え方が根底にあるように思える。

しかし，先にも述べたように，職業能力は不可分

に関連しているものであり，それぞれを分けて考え

るべきでないという前提があるとすれば，単純に

OFF－JTが不要であると切り捨てるのは，早計すぎ

はしないだろうか。

「思考特性・行動特性」を職業能力の開発の対象

として考える場合，その内容を明らかにしておく必

要がある。

問題解決力や課題構想力，コミュニケーション力

などの能力を見える形で評価しようとする場合，具

体的な行動となって現れているものでなければなら

ない。

こうした能力に着目した動きは1970年代初期に始

まっている。

デビット・マクレランドが職務上の業績において

成功するかしないかということは適性検査などより

も行動特性や個々の特徴の方が効果的にあるという
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発）

思考特性・行
動特性

知識・技能

仕事に直結
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発ができる

計画的に取
り組める

指導者の能力
や事象が発生
するかによっ
て内容にバラ
ツキが発生し
やすい

仕事から乖離
してしまうこ
とが多い



内容の論文を発表したのをきっかけにして，業績の

良し悪しを決定づける行動特性が「コンピテンシー」

と呼ばれるようになった。

「コンピテンシー」の定義はさまざまであり，ま

た，企業によっても「バリュー」など違う言葉で表

現するなど定義をめぐっても混乱しているが，およ

そ「職務を遂行する高業績者の行動特性」という定

義が広く認識されている定義であろう。

これらの考え方を受け生涯職業能力開発促進セン

ター（アビリティガーデン）では「創造性等の涵養

のための新たな職業能力開発のあり方に関する検討

部会」（平成13年度）を開催し，コンピテンシーを

「知識やスキルを成果に結び付ける思考・行動特性」

としてとらえ，これらを職業能力の開発の対象とし

て考えていくことを提案している。

さらにこの考え方を具体的に考えたものに，「「気

づき」を活用した教育訓練手法によるコース開発研

究会」（平成14年度）があり，思考・行動特性に着目

した効果的な職業能力の開発の実践を提案している。

「「気づき」を活用した教育訓練手法によるコース

開発研究会」では，「思考特性・行動特性」には本人

の「気づき」が有用な役割を果たすと考え，仕事に

思考特性・行動特性を変容させるために質の高い

「気づき」をいかに与えていくかということがテーマ

となっている。

５．「思考特性・行動特性」の開発，向上を目

指して

思考特性・行動特性の開発・向上は，仕事を遂行

する中で取り組んでいくのが通常であると考えられ

る。

コンピテンシーに着目した調査は，企業で推薦さ

れる高業績者へのヒアリングによって行われるが，

その人たちに共通して聞かれることには「仕事の壁」

に突き当たったときに，試行錯誤をし，それを乗り

越えたとき質の高い「気づき」が得られ，次の行動

につなげているということである。

「仕事の壁」の内容は，人によってさまざまであ

り，「困難な問題」であったり「今までにない新しい

事業への挑戦」であったりする。

こうした「仕事の壁」にぶつかって，それを乗り

越えてこそ得られる「気づき」が次に反省と実践を

通じて自己成長を実感していくということになる。

ところで「仕事の壁」の内容は，その人にとって

新鮮なものであるということであって，「今までにだ

れも体験したことのない未知の事象」ばかりではな

いことが多い。

本人にとっての「困難な問題」・「新しい課題」

である場合，それらを集合研修でケーススタディや

ロールプレイングなどの演習でとりあげ，理論的に

整理し，職場実践につなげていくという流れを想定

することは可能であろう。

こうした問題や課題を克服するための場を集合研

修の中で計画的に設定していくことはできる。

ここで重要な概念として「場」がある。「場」とは，

単なる空間（狭い意味の「場所」（住所だけで表され

るもの））をさすのではなく，時間的・空間的な概念

をはじめそれを構成する主体を包括的に含めた概念

となっており，複数の主体が時間的・空間的に相互

作用を行っているというのが「場」の本質であると

いえる。

この「場」を職場の「場」と研修の「場」と比較

すると次のようになる。

「場」の中では，それを構成する個人や組織が相

互作用をすることによって学習し，「知」を創造して

いくということ機能を有していると考えられるが，

問題はその相互作用をいかに可能にしていくのかと

いうところにある。

こうした「場」から得られる「気づき」は「個」

と「組織」の学習を促進していくものである。

さらに，思考特性・行動特性に関連して集合研修
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「場」の特徴 行動特性・思考特性
との関係

職　場

集合研修

日常の業務を協力して
取り組む仲間が集まる

目的などによってさま
ざまな環境を設定でき
る

気づき，発揮・実践
の場

理論的な整理，気づ
き，行動計画の場



を見た場合，次のようになる。

このようにOJTの「場」と目的を考えたOFF－JT

の「場」を設定し，効果的に活用していく方法は

「場」を行き交うことにより，場の学習促進力を活用

した能力開発に取り組むこととなる。

こうした視点を理解した場合，職場と集合研修を

効果的に組み合わせて提供していく「場」の設定を

いかに実現していくかが，次の課題となると考えら

れる。

６．これからの職業能力の開発について

仕事では「成果」が求められているが，「成果」の

内容は仕事の内容によって当然違ってくる。

しかし，仕事の目標を達成するためには個人が具

体的な行動をとり，その結果として成果がついてく

るということを考えれば，結局のところ「成果」を

出すために個人の思考特性・行動特性を考えていく

ことになる。

思考特性・行動特性は，短時間の集合研修で身に

付いたり改善したりするものではない。

集合研修で得られた「気づき」を職場で実践して

いくなかで，上手くいったことや実践が困難であっ

たことなどを再度振り返り自分のものにし，さらに

は組織のものにしていく活動がここでねらいとして

いる職業能力の開発の効果であるといえよう。

企業が取り組む職業能力の開発は「個」を「組織」

の両方の能力を開発することであると理解した場合，

本人の能力開発でとどまっていたのでは，本来の職

業能力の開発に取り組んだとはいえない。

「個」と「組織」の能力開発には，「場」をうまく

機能させていくこと重要であり，そのためには個人

とその周囲の人の理解と協力が必要になってくる。

組織が組織としての目標を示し，個人が個人とし

ての目標（ありたい姿）を描く。

そして，「個」と「組織」が目標のすり合わせをし，

目標達成のために能力開発に取り組むという意識を

共有化し，具体的な能力開発に取り組んでいくこと

が重要である。

思考特性・行動特性に着目した能力開発は個人に

だけ注目するのではなく，個人をとりまく周囲の人

の協力なくしては取り組めない事業であるといえる。

職場の問題や課題を解決するのは個人であるが，１

人で解決できないような内容が大半を占めているこ

とが多いのではないだろうか。

個人と組織が調和した職業能力の開発に取り組む

ためには，日ごろから職場で問題や課題を話し合い，

解決に向けてビジネスとしての取り組みと職業能力

の開発としての取り組みを調和させていくことが求

められる。

具体的な思考特性・行動特性の開発・向上にはa

個人の気づき　s組織の気づき　d個人の実践　f

組織の実践　g個人の反省　h組織の反省というよ

うな継続的に繰り返していくことが必要であると考

えられる。

仕事では成果が求められる。そして成果をだすに

は「個」と「組織」の力が発揮されることが前提と

なる。「個」が力をつけていくことが必要になるが，

「組織」も視野に入れた能力開発に取り組む必要あり，

そのためにはOJTとOFF－JTの有機的な融合によ

り，継続的に取り組むのが有効であると考えられる。

そしてOJTとOFF－JTの「場」が本来の機能を有

するために，これにあわせて能力開発目標を明確に

する機会を設けることも必要である。（本人のモチベ
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集合研修の種類 研修の内容 具体的な内容

職場の仲間が
集う研修

同業種・業界
の集う研修

他業種・業界
の集う研修

企業のミッションや
ビジョンの伝達・理
解に関するもの
企業の独自の考え方
（文化）を正しく伝
えるのに有効

業種・業界を規制す
る法令やルールを前
提とした内容に関す
るもの
その業種・業界で仕
事をしていく上で，
特有の問題や課題の
解決に取り組む

業種・業界を超えた
内容に関するもの
会社や業界では常識
だと思われていた慣
習ややり方を新たな
視点から見つめ直す

社長の講話，定期
的な会議など

同じ業界や業種が
集まって業界に特
有な話題を取り上
げ，議論するよう
な集合研修など

組織・風土改革や
変革を目指すもの
など



ーションを高めるため）

集合研修は職場の問題や課題を解決するための能

力開発であることを考慮すると，さまざまな目的別

の研修（問題解決力，課題構想力，コミュニケーシ

ョン力など）が対応した多彩なメニューを目的・目

標にあわせて設定しておくことも必要になってくる

であろう。

思考特性・行動特性に着目した能力開発では，設

定する集合研修は職場の仲間以外の人が集まる「場」

として設定することで，意味を持つことになる。

職場を超えて異なる企業文化の人と接する機会と

なり，新しい考え方や発想に触れる機会となり，次

の行動につなげていくきっかけを提供することにな

る。

集合研修に参加する前に，職場の問題や課題意識

を明確にし，それをさまざまな考えに触れる集合研

修の場で再検討し，さらに職場に戻って改善に結び

付けていくという考え方を実践していくためには，

「個」と「組織」の両方に着目した能力開発はOJTと

OFF－JTを効果的に組み合わせて実現するのが効果

的ではないかという提案をしたい。

そしてそこにはOJTの「場」とOFF－JTの「場」

のそれぞれの「場」の機能を最大限に引き出すため，

能力開発サービスの提供者と利用者（企業と個人）

が「場」を意識して，職業能力の開発に取り組む必

要がある。

「知」の競争が課されている激しいビジネス環境

のもと，これからの企業の成長を支える職業能力の

開発は単発の集合研修やOJTではなく，有機的に連

携した意識的な能力開発が基盤になっていくべきで

はないだろうかと考える。
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